
学校法人会計の特徴 

 

1．学校法人会計基準とは 

学校法人はその教育研究活動を行うにあたって必要な施設や設備、経営に必要な財

産を持つために、自ら調達した資金の他に国または地方公共団体から経常費の補助を

受けています。 

   国または地方公共団体から経常費補助金の交付を受けている学校法人は私立学校振

興助成法の定めにより、「学校法人会計基準」という会計ルールに則った会計処理およ

び計算書類の作成をし、公認会計士または監査法人による監査を受けて、所轄庁に届

け出ることが義務付けられています。 

「学校法人会計基準」に定められている計算書類は資金収支計算書、消費収支計算

書、貸借対照表の三種類です。 

 

2．企業会計との違いについて 

   企業は利益の追求を目的としており、企業会計も資本の投下・回収という事業活動

の成果（損益の状況）と財政状態を利害関係者に開示するところにあります。 

学校法人は教育・研究活動を目的とする公共性の高い法人であり、永続的に教育研究

活動を行えるよう必要な校地や校舎等の基本財産を健全に維持することが必要であり、

学校法人会計も中長期的に収支のバランスと財政状態を正しく捉えることを目的とし

ています。その永続性を重視したことから基本金という学校法人特有の概念が導入さ

れています。 

 

 3．計算書類について 

○資金収支計算書 

   学校法人がその年度（4 月 1 日～3 月 31 日）に行った教育研究活動、およびこれに

付随する活動に対応するすべての収入と支出の内容を明らかにして、支払資金（現

金・預金）の顛末を明らかにするものです。 

○消費収支計算書 

   学校法人がその年度に行った教育研究活動に必要な諸経費（消費支出：人件費、経

費、退職給与引当金繰入額、減価償却額など）と自己資金（帰属収入：学生生徒等

納付金、補助金、寄付金など）から基本金組入額を控除した消費収入との均衡状態

を明らかにし、経営状況を表します。 

・帰属収入・・・・・学生生徒等納付金、補助金、寄付金など自己資金に該当する

収入です。借入金、前受金、預り金など自己資金でないもの

は含まれません。 



   ・基本金組入額・・学校法人が教育研究活動を永続的に行ううえで、必要な資産（校

地、校舎、機器など）を取得するために、帰属収入から基本金

（自己資金で取得した資産の価額に相当する額）として控除す

る額のことです。 

            基本金の組入れは学校法人にとって必要な固定資産、その他の

資産を自己資金で賄うための財源を確保するために行われます。 

   ・消費収入・・・・帰属収入から基本金組入額を控除した額をいい、消費支出を賄

うための収入です。 

・消費支出・・・・教育研究活動に必要な経費（人件費、経費、利息など）とその

年度の支出の原因または効果の期間帰属に基づいて認識し算出

される退職給与引当金繰入額、減価償却額などの学校法人の純

資産の減少となる支出のことです。 

 

 《消費収支計算》 

    帰属収入－当年度基本金組入額＝消費収入 

  

                   消費収入－消費支出＝消費収入（支出）超過額 

 

○貸借対照表 

年度末における学校法人の資産、負債の内容、純資産（資産－負債）の額を明らか

にします。また基本金（継続的に保持すべき金額）に対する純資産の過不足状態を

消費収支差額として表します。 

    

・基本金 

  学校法人が教育研究活動を永続的に行っていくためには校地、校舎、機器・備品、

図書などの資産が必要不可欠であり、学校法人が存続する限り継続的に保持しなけ

ればなりません。その保持すべき必要不可欠な資産を概念的に表したものが基本金

です。 

   学校法人は基本金組入れの対象とすべき資産を定め、自己資金によって取得した

際に、帰属収入のうちから組み入れた金額を基本金として計上します。 

    基本金は、貸借対照表上において貸方に計上されます。貸借対照表の貸方は、学

校法人の資産に対する資金の源泉（持分）を表しており、他人の持分である負債と、

自己の持分である基本金・消費収支差額（純資産に対する過不足の状態を表す）に

よって構成されます。 

   

 



《貸借対照表.》 

    資産＝他人持分＋自己持分 

     

            自己持分＝基本金＋消費収支差額 

 

 ・基本金対象資産 

    第 1 号基本金・・・設立当初や新たな学校の設置もしくは既設の学校の規模拡充

のために寄付または自己資金で取得した固定資産の額 

    第 2 号基本金・・・新たな学校の設置もしくは既設の学校の規模拡充のために将

来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産相当額 

    第 3 号基本金・・・基金として継続的に保持し運用する金銭その他の資産相当額 

    第 4 号基本金・・・恒常的に保持すべき支払資金相当額 

 


